
 

平成 18 年度 第 10 回  規制改革・民間開放推進会議 

会議終了後記者会見録 

日時 ： 平成 18 年 12 月 25 日（月）15:59～ 16:26 

場所 ： 永田町合同庁舎第 2 会議室 

 

○司会  それでは、第 10 回「規制改革・民間開放推進会議」の記者会見を始めさせていた

だきます。始めに草刈議長、お願いいたします。 

○草刈議長  今日の 15 時 45 分から佐田大臣、林副大臣に御出席をいただきまして、第 10

回「規制改革・民間開放推進会議」を開催しましたので、会議の模様について御報告いた

します。 

  本日の会議では、御存じのとおり、最終答申を会議として決定をいたしました。本答申

につきましては、この後、安倍総理に時間をいただいておりまして、お渡しに伺うという

ことにしております。 

  最終答申の内容は、お手元にお配りした概要版がございますが、本年度が３年間にわた

る当会議の活動の最終年度ということでありますので、第２章というところで、これまで

の規制改革の進捗についての自己評価も踏まえて、今後の規制改革の推進に向けた課題に

ついて、当会議の考え方を体系的に、総合的に記述をしております。今後の活動において、

この部分が非常に大事だと思っております。 

  第３章というところでは、横断的な制度のほか、教育、雇用、労働、医療、農業といっ

た各分野、取り分け、いわゆる官製市場というところに焦点を当てた規制改革の具体的な

施策を個別に記述をしております。 

  そういうところが概要でございますが、答申の内容も含めて本日の会議について御質問

があれば、どうぞ、お願いします。 

○司会  それでは、御質問はございませんでしょうか。 

○記者  今回のとりまとめに当たって、特に安倍総理から指示を受けた点があれば教えて

いただきたいのと、あと、この中で安倍カラーというものを意識して、それが出ている箇

所があるのならば教えていただきたいのですが。 

○草刈議長  安倍カラーといっても、私が宮内前議長からバトンタッチされたのは 10 月の

末ですから、実質１か月半ぐらいしかないわけですから、その間、無理無理に安倍カラー

を出すということも不自然ですが、しかし、やはり安倍総理のポリシーと合致するものが

何点かあるわけでございます。 

  その中で、１つは、今後の成長という中で非常に大事なファクターになるであろう農業

の問題、これについては、余りジャーナリスティックな取り上げ方をしていませんけれど

も、いわゆる今後の農業の自立というものについての環境整備という点で、かなり農水省

との話が進化して書き込むことができたということが言いたいことの１点です。 

  第２点目は、これは鈴木代理から後でお話をしていただいた方がいいかと思いますが、
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通達等々も含めたいろんなルールの見直し、そういうことについて、これも派手ではあり

ませんけれども、今後のイノベーションということをやっていく場合の規制の改革には役

に立つ、大変地味だけれども、１つ意味がある進展があったんではないかと私は理解をし

ております。 

  ３点目は、教育です。これは前から当会議でずっとやってきました、いわゆる学校選択

の問題とか、それから教員の評価の問題、あるいは学校評価の問題、これがいじめの問題

とも絡んで、非常に大事なファクターになってきたという認識が我々の中であります。 

  一方、再生会議というところで、今、安倍総理が非常に重要だという、今後の政策の一

つの大きなかぎとして問題提起されているわけですけれども、再生会議で今から議論され

る問題については、余り我々もそれを云々する立場にはないし、まだ再生会議で議論が始

まったばかりですから、にもかかわらず、これまで私どもがやってきたことについて、更

にそれの緊急性ということについて突っ込んだ議論をして、それなりのまとめ方ができた

のではないかということで、そういう理解をしております。大体３点ぐらいかなと思って

おります。 

  もう一つ、労働というのがあるんですが、これも今、御存じのように労政審でいろいろ

議論していますね。もう少し突っ込んでいろいろやりたかったんですけれども、どうも何

でもかんでも労政審だからと言われて、ちょっと議論がスタックしてしまったという部分

があって、ちょっと残念に思っています。そんなところです。 

○司会  ほかに御質問はございませんでしょうか。 

○記者  ２点伺います。 

  １点は、教育のところでいろいろと議論になっていました教育委員会の部分をお尋ねさ

せてください。この部分が最後まで調整がもつれたと伺っていまして、佐田大臣、伊吹大

臣が取材を受ける形で面会されたりしたようですけれども、その経緯と、最終的な書きぶ

り、中間答申段階から比べると、どうしても控え目になったと言わざるを得ないと思いま

すが、議長御自身は、どのように評価をされているか、その部分をお願いできますか。 

○草刈議長  まず最初のところですけれども、書きぶり、今、教育委員会だけに絞ったん

ですかね。 

○記者  とりあえず、そうです。 

○草刈議長  教育委員会の話というのは、皆さん、非常に御興味があるようなことで、当

会議としては教育委員会の問題というのは非常に重要な問題であると、つまりこれを何と

かしないと、日本の教育はよくならないと、そういう認識が非常に強くありまして、それ

で、この夏には、いわゆる必置制度をやめようということで、文科省と議論したんですけ

れども、最後は中馬大臣と当時の小坂大臣の間で決着がついたのは、教育委員会制度につ

いては、可及的速やかに検討して結論を得ると、18 年度中ということになっていたわけで

す。そうした中で、教育再生会議は立ち上がってきたわけです。 

  私どもとしては、勿論、必置条件というのを撤廃するということについては、１つの選
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択肢だと、依然として思っているわけですが、ほかにもっといい方法があれば、別にそれ

にこだわるものでは勿論ないわけですが、しかし、もはや教育再生会議で深い議論がこれ

から行われるんだろうという前提でおりましたので、ただ、ここでしっかりと表現されて

いるように、教育委員会制度については抜本的な検討を行って結論を得るというのが、去

年の骨太のところで決まっているわけです。 

  やはり、これを無視はできないはずだというので、明確に書いてあるので、これをしっ

かりと受け止めてほしいというのが我々のお願いであり、佐田大臣もそこのところは理解

していただいて、お話をしていただく。 

  １つ、今のお話で欠落していますのは、それと同時に、非常に重要な問題としては、い

わゆる特区において、いろんな学校施設だとか、その他のところを特区でもって提案して、

それを地方で引き受けるというやり方も許容していいんだということ。 

  もう一つは、全国的な展開として、教員の人事の問題とか、そういうものを検討課題に

なるということが書いてあったわけですが、それについて、特区の施設の問題等々につい

ては文科省の方も、事実提案が来ているので、これは粛々とやるということで、別に特に

問題にはならなかったんですが、全国展開の部分がかなり引っかかりまして、そこでいろ

いろ議論があって、最終的に官邸にその辺の裁断をお願いして、こういう形にまとまった

と聞いております。 

  それで、私は勿論、そのとき立ち合っていませんので、状況は知りませんが、こういう

形にまとまったということです。 

  さっき後退しているんじゃないかとおっしゃいましたが、しかし、私は決してそうは思

っていません。というのは、長々と書けば、それは書けるんでしょうが、しかしここに書

いてあるように、経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006、これは骨太ですね。骨

太をベースにした、いわゆる閣議決定が７月７日に行われているわけです。 

  そのときに、構造改革特区の第９次提案に関する政府の対応方針、ですから２つの閣議

決定、対応方針を踏まえて教育基本法の国会での云々で、こういうことをきちんと議論し

て、必要ならば地方教育行政の組織及び運営に関する法律も改正するんだということが書

いてあるわけです。 

  だから、教育問題の抜本的な検討と教育委員会制度の抜本的な検討と、それから方針措

置とか、そういうことも骨太の中に入っているわけですから、長々とあの文章をもう一回

再現するかどうかは別にして、これを踏まえてと書いてあるわけですから、これについて

後退したと私は思っておりませんし、地方教育行政の組織及び運営に関する法律を、ここ

に書いてあるように 18 年度中に措置すると書いてあるのは、要するに再生会議の議論をエ

クスペダイトしなさいよということを意味するだろうとも思えますし、ここのところは、

むしろ大変な進化ではないかと、そういう受け止め方を私自身はしております。 

○記者  骨太 2006 のラインからは、要するに同じことが書いてあって後退をしていないと

いう理解でいいですか。 
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○草刈議長  そういう理解です。 

○記者  ７月の中間答申との比較だと、若干弱い。 

○草刈議長  中間答申は、骨太に書いてあるものを書いてあるだけですからね。 

○記者  ただ、必置規制などが明示的に書いてあるという意味では。 

○草刈議長  必置規制というのは、残念ながら我々の主張としてはあったわけです。今で

も、それは一つの選択肢だと思っています。 

  だけれども、要するに具体的措置のところには、残念ながら必置規制については文科省

との間で話がまとまりませんでしたから、具体的措置としては、この前の両大臣、それか

ら官房長官はたまたま安倍総理だったんですけれども、そのいわゆる裁定として２つのこ

とが書いてあるということですから、具体的措置として後退したものではないと思ってい

ます。 

  だから、これからの議論として十分これが生きてくるという理解では、我々の会議だけ

ではなくて、ほかのところで議論するのも、生きてくるんだという考え方からすれば、後

退しているとは私は思いません。 

○司会  ほかに御質問はございませんでしょうか。 

○記者  ＮＨＫ改革についてお伺いしたいんですが、これも中間の答申のときに、本体か

ら娯楽部門の分離と、衛星放送の２チャンネルを 2011 年度までに削減というような文言だ

ったと思うんですが、娯楽部門については具体的な言及がなく、チャンネルの再編成につ

いても、衛星３波も 2011 年までに再編成を行うべきであるというような、ややマイルドな

表現になっているかと思うんですが、その辺はいかがでしょうか。 

○鈴木議長代理  ＮＨＫの娯楽部門の扱いにつきましては、いわゆる政府・与党合意とい

うのが御案内のようにありまして、これは閣議決定されておるわけですけれども、その線

を我々としては受け継いでおるわけです。 

  しかし、当会議としてそこまでの結論には至りませんでしたけれども、当会議としては、

かねてからの主張である公共放送部門と娯楽部門を分けられないということはないではな

いという基本認識に立って、これを分けて、そして、公共放送部門については従来どおり

の受信料制度により、それから、娯楽部門に対しては契約受信料制度にするということを

当会議の考えとして、これは次の後継組織がいろいろ検討していただくわけですから、当

会議の考えとして、これを申し述べております。 

  しかし、これ自体は総務省との合意によって決まったという問題ではありませんし、政

府・与党合意においても、ここのところは検討するということになっておりますので、そ

の限りにおいて、そのとおりに行くという問題ではありません。我々の遺言であると御理

解いただきたいと思います。 

  それから、チャンネル数につきましても、いろいろな経緯があって、チャンネル数の削

減について検討はするということにはなっておりますが、御案内のように、以前に公開討

論をやったときにはもっと大きな数のものが減るような話は総務省の方からもございまし
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たけれども、特定の何チャンネルをどうというところまでは合意しておりません。ただ、

いずれにしても、チャンネル数の削減について検討するということは、政府・与党合意、

それを受けた閣議決定においても決まっておりますから、したがって、その措置が取られ

ると考えております。 

○司会  ほかに御質問はございませんでしょうか。 

○記者 今後の段取りなんですけれども、今回の最終答申についても、３月末に３か年計

画に落として閣議決定するという段取りと考えてよろしいんでしょうか。 

○草刈議長  そこのところは、今、政府で何かいろいろ考えておられるように聞いており

ますので、勿論、当事者ではありませんから、私にはわかりませんが、今度は新しい政権

ができて初めての会議になりますね。それから、さっきのお話ではないですけれども、経

済財政諮問会議の「骨太方針」というのが一つ大きなタームになっていますので、それと

の関連で新しい会議がどういうふうになるのかということですから、我々としては、一応、

３月まであれをして、従来どおり３か年計画が改定されるということで、そこまでウォッ

チをするというつもりで今のところおりますけれども、何かいろいろ新聞等々のお話では、

少し前倒しでというようなこともありますので、そこのところは私もわかりませんが、そ

ういう可能性はあるということです。 

○司会  ほかに御質問はございませんでしょうか。 

○記者 医療分野についてお聞きしたいんですが、公表もされている医療ワーキングの原

案の資料ですと、株式会社の病院参入と、薬の償還価格を制限する参照価格制度の導入と

いうものが盛られているんですが、実際、成案には入っていないんですけれども、どうい

う過程で実現しなかったかということと、今後、どのようにしていかれるかということを

お聞きしたいんです。 

○鈴木議長代理  医療につきましては、この６年間、前身の総合規制改革会議以来進めて

まいりました。特に 2001 年に基本的な医療の改革の方向を打ち出しまして、それを着実に

実行してきて、私はほとんどの問題について解決し終えたと思っております。 

  ただ、株式会社問題だけは一種の神学論争的なものになりがちでありまして、ですから、

当会議としてのものの考え方、なぜ、当会議が株式会社というものを主張してきたのかと

いうことを３章の医療の問題意識の箇所で詳しく述べておりますので、是非ごらんいただ

きたいと思います。 

  そういうことですが、これを今の状況の中で厚生労働省が関係する団体を含めて合意す

るということは困難でしたので、これも次期以降の宿題としました。これが当たり前だと

いうことがわかったときが、その時が医療界の本当の改革が実るときだという泣かせるよ

うな言葉も入っておりますから、ご覧いただきたいと思っております。 

○記者 済みません、薬の方はいかがでしょうか。 

○鈴木議長代理  薬の方は、参照価格制度についてはいろいろな議論をいたしまして、そ

のよい点、悪い点の両面を十分、厚生労働省と詰めたわけですが、お手元の 131 ページに
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あると思いますけれども、その中で２つの考え方を列記しまして、結論といたしましては、

厚生労働省において先発医薬品の適正評価、後発医薬品の使用促進等の取組みを行ってい

るところであって、そのような取組みを継続することが必要であるというので、そういう

ような視点を踏まえて、画期的新薬については適切な評価を行うとともに、後発医薬品の

使用促進についても現行施策の実施を踏まえながら、診療報酬改定、薬価制度の体系の見

直し等を含む更なる促進策をというような表現ぶりとなって、参照価格制度自体という言

葉を使って提言をするということはいたしませんでした。 

  といいますのは、それの持つ長所、それから、問題点というのはやはり十分な討議を経

るべきであって、後発薬も先発薬も、直ちに同一価格にするということには今の段階では

無理がある。だから、先発薬のインセンティブを高めるとともに、後発薬との価格との調

整ができるような仕組みを続けて検討していくという、言葉としてはちょっと歯切れが悪

うございますけれども、現在の段階ではそういうような方策を求めるのが最善であるとい

う判断から、このような表現にいたしました。 

○司会  ほかに御質問はございませんでしょうか。 

○記者  教育再生会議とか、労政審とかでの議論が並行してあって、なかなか議論がスタ

ックしてしまってとか、いろいろ配慮が必要な部分があると思うんですけれども、これを

言い出していくと、規制改革の分野というのはどの分野でも政府の何がしかの審議会なり、

会議なり、何がしか存在するわけですし、安倍内閣になっていろんな会議がたくさん新た

にできていますので、なかなか規制改革・民間開放推進会議としての範囲が限定されてい

きかねないと思うんですが、その当たりはどのように受け止めていらっしゃいますか。 

○草刈議長  非常にデリケートなところだと思いますけれども、１つだけ言えることは、

労政審の議論が、あるいは教育再生会議の議論が、我々が納得できる、あるいは今までの

考え方からしていい方向に行っているという限りにおいて、わざわざそれを立ち上げて、

特に教育再生会議の方で、総理がチェアマンをやられるということですから、そういうも

のがうまく我々と合致するような考え方で進んでいってくれるのなら、それはそれで別に

構わないというか、規制改革・民間開放推進会議が決めなければ死んでも嫌だということ

では決してない。 

  国の教育というものがよくなれば、それでいいわけですから、ただし、そこで考え方が

間違っていたとか、あるいは変な方向に行きそうだというような議論になったときに、わ

れわれとして黙っているわけにも行きませんから、そこで当然、声を上げる必要が出てく

る可能性がある。そういうことにならないようにしてほしいと思います。 

  労政審も同じことで、今、労政審で議論しているから何も言わないとか、そういうこと

ではないんですけれども、要するに議論そのものがまだ労使の間で成熟していないんです。

だから、こちらの主張は主張で言えるんですけれども、今、議論しているから、それが答

えとして返ってこないんです。そういうことで、そこはちょっと悩みがあるということで、

教育再生会議と労政審とちょっと置かれたステータスが違う。だから、もし労政審も間違
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ったことに行きそうだったら、これは割と緊急な次元の問題ですから、これは早々にもま

た何か言わなければいかぬかもしれないんだと思っています。 

  決して、これができてしまったら何も言わないでやれやれと言っているわけではないん

です。 

○司会  申し訳ございません、この後、官邸で手交の方がございますので、最後にお一つ

御質問がございましたらお願いいたします。 

  御質問、ございませんでしょうか。 

  それでは、これにて会見を終了いたします。どうもありがとうございました。 
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